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1 安全性の概念

「安全性」という概念は複雑であり暖昧である。この

曖昧きは「安全常」の問題絶考える豫に、客観的。物理

的要因のみならず主観的 ,非物理的要因が介在すること

による。「安全性」の概念を定義することは難しいが、

少なくとも「対象」の「恒常性」と密接に関連している

概念である[1]。 仮に「対象」が安全であるとしよう。

この場合、主体は「対象」が安全であるとは通常認識し

ない。「今までがそうであったように、これからも安全

でありつづけること」を無意識の内に想定していた「対

象」に、そこにそれを脅かす反証が現れてはじめて「対

象」が安全であったと主体は意識することとなる。

「対象」の安全性が意識きれるためには、意識する主

体が存在しなければならない。そして少なくとも(1)「恒

常性」を維持したい「対象」と、(2)「対象」の「恒常性」を青

かす要因が存在し、それらが相互に働きあい「対象」の

「恒常性」を青かすような「現象」が生じることが前提とな

る。このように、「安全性」を定義するためには、現象と

は別に「安全性」杉認識し評価する主体が存在し、現象全

体に対して「意味」を付与しなければならない。しかも、

前述したように主体が常に安全な状態の中にいる場合に

は「安全性」は認識きれないのが常である。主体が「恒

常性」が維持きれるのが前提だと無意識のうちに想定し

ている「対象」に対して、その「恒常性」が青かきれる

ような事象が生起してはじめて「安全性」が認識・評価

きれることとなる。このように「安全性」という概念は、

人間の認識や評価に基づいて定義きれなければならない

が、「安全性」はその背反事象である「危険性」の認識

を通じて把握せぎるをえないという宿命を持つ。しかし、

主体が、対象に潜在的に内在する「危険性」に気付かず

「対象」が「危険ではない」と主観的に判断しても、そ

れでもって「対象」が客観的に「安全」であるとは半J定

できない。このように、主体の「安全性」の認識・評価

の仕方そのものが「安全性」の内容と結び付いているわ

けである。

「安全性」を上述のように定義すれば、「安全性」を

議論するためには少なくとも二つの過程を経なければな

らないことは明らかであろう。一つは「対象」の「安全

性」の状況に関する「主体」の認識の過程、もう一つは

「安全性」の確保の状態を「主体」が評価する過程である。

前者は、「対象」のわかれている状況が安全であるかど

うかを認識する過程であるならば、後者は、逆に「対象」

の安全性を左右している要因を認識し、それを「操作」

した時、危険と考えられる状態の生起の幅がどう変化す

るかを考え、その危険事象が「対象」の恒常性にどのよ

うに影響を及ぼすかを考える過程である。したがって、

原理的にはこれら過程のすべてにかかわって、認識・評

価のための基準や尺度が存在しているはずである。しか

し、その尺度や基準は、それによって、はじめて対象と

する現象の意味が理解できたり、現象が危険な状態であ

ることが判断できたりする程度の曖昧なものである場合

が多い。したがって、このことが「安全性」という問題

を検討するための大きな障害になっている。

2 道路における交通安全性のとらえかた

2-1 安全性のとらえかたの分類 ィ
道路において「恒常性」を維持したい「対象」として、

次の二つが考えられる。すなわち、 (1)道路を利用して

いる人間。車両。物品、(2)道路の利用者のための空間を提

供している道路本体である。道路の「安全性」をとらえる

場合、 (1)のみを最終的な「対象」と考えることがふきわ

しい場合もあるが、 (1)を 確保するためには(2)の「恒常

性」が確保きれることが前提になることから広義には(2)

も含まれる。「対象」の「恒常性」を青かす現象としては、

(1)交通事故、(2)自 然災害、(3)過失・犯罪・乱暴行為等

があげられよう。「安全性」という概念をきらに広義に考

えれば、道路公害あるいは道路の建設過程での安全性も

含まれようが、ここでは道路交通の安全性″対象として

いるためこれらの現象はとりあげない。もちろん、上述

の現象のすべての側面が問題となるのではない。「対象」

の持つ機能や特性の中で維持したいと考える「恒常性」を

青かすような現象が生じ、それが問題視きれることによっ

てはじめて考察の対象となることはいうまでもない。き

て、このような現象をシステム的に整理するための軸と

しては(1)現象を生起きせる要因 (危険事象)に着目した

斡、(2)現象がもたらす結果の重要度 (「対象」の「恒常性」

の阻害の程度)に関する軸である。前者に関しては、き

らに、(卜a)「対象」の外から「対象」に作用し、交通事故等

の原因となる危険事象 (peril)と (1-b)危険事象の発生す

る環境条件、あるいは「対象」とこ内在する危険事情(hazard)

に大別できる[2]。 問題とする現象が、このような軸の

どこに位置するかによって、「対象」の「安全性」を確保す

る行為や「安全性」に関する考え方が大きく異なってくる。
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2-2 原因を生起きせる要因に着目した安全性の分類
と安全性に対する考え方

交通安全対策の「対象」を以上のように定義した場合、

危険事象(per il)と して、各種の自然的。人為的な作用

やエネルギーが考えられる。一方、危険事情 (hazard)と

しては、道路本体の種々の特性に関する要因と道路を利

用する人間あるいは交通の中に内在している要因がある。

これらの要因のうち、われわれは本質的に危険事象の発

生を制御できないことが多く、現象の生起に対して受身

にならぎるをえない。これらの要口に対する「安全性」

が確保できない可能性としては、あらかじめ想定してい

た状況を超越するような条件が加わったか、あるいは、

操作可能な要因の操作に誤りがあった場合のいずれかで

ある。したがって、これらの要因による現象に対する

「安全性」を確保するためには、起こりうる状態を可能

な限り想定し、それに対する「安全性」を確保するよう

に努力する以外に方法はない。一方、危険事情のうち、

道路本体の特性に起因して生じる現象に対して「安全性」

を確保する行為は、道路本体に内在する制御可能な要因

(道路施設の耐久性や安全性、道路の設計諸元や付帯施

設等)を操作し、その範囲の中で現象の生起の幅をでき

るだけ抑え、「対象」 (道路本体やそれとかかわりのあ

る人間や交通)の「恒常性」を維持しようとすることで

ある。道路の利用者や交通に内在する要因によって生ず

る現象に関しては、道路の運用方法、交通の道正なコン

トロエル、あるいは道路の利用者に対する安全教育を通

じて部分的にではあるが、その発生・増加を抑制できよ

う。しかし、このような現象の生起のプロセスは複雑で

あり、どうしても確定的に把握できない部分があること

は香定できない 。

安全性の問題を取り扱うとき、対象とする現象に応じ

た「安全性」の認識が必要であるが、この場合「対象」

が正常に機能している状態や被害を受けている状態に幾

つかのレベルがある。各種の要因によって「対象」は安

全な状態から危険な状態へ遷移したり、また逆に、危険

な状態から安全な状態に遷移する。安全な状態から危険

な状態に遷移するパターンとしては、修復可能な状態に

遷移する場合と修復不可能な場合があり、修復不可能な

場合にはもはや安全な状態に戻ることはできない。した

がって、修復不可能な状態 (irreversibi nty)|こ 遷移す

る確率をできるだけ抑えるためには、掲発的な危険事象

が起こった段階で、それが傷害事故に結び付かないよう

な工夫をすることが重要である。つまり、道路の交通安

A―E:すべてのIB常性が雑持きれている状況
卜ヽ:道路の値常性ll構持きれたが,人間・梅の恒常性が厳

長した状況

B―B:道路の恒常性は強錠したが,人間・物の値常佳は性持
きれた状況

B― b:菫路の恒常性も ,人間・ 物のIB常佳も破整した状況
1=非常時にしない,あるとヽは非常時となったとしてもで

きるだけ日常硝に近いところにとどめようとする行れ

2:万―非常時になったときに,人間・物の技害を出きな
い,あるいは最小限に食い止めようとする4ゴ湾
3:日常時に,人間・物の技害を出きない,あるいは最小
限に食い止めようとする1,お

Fig, l  Concept of road traffic safety

全性を確保するためには、道路の設計・計画の段階で安

全荘検討するだけでは不十分であり、道路が供用きれた

あとの維持・ 管理を通じて安全な道路利用をなしうる努

力を絶えず続けていかなければならない。

2-3 現象がもたらす結果に着目した安全性の分類と
安全性に対する考え方

道路の交通安全性を考える場合、「対象」としては道

路本体とそれを利用している交通があり、このそれぞれ

が「恒常性」を保っているかどうかにより、安全性を概

念的に分類できる。Fig,1は建築学会による「安全性」

の分類 18]を 道路交通に適用したものであるが、道路交

通の「安全性」として四つの分類が考えられる。すなわ

ち、卜a)すべての「対象」の「恒常性」が維持できている状

況、A― b)道路の「恒常性」は維持きれているが、それを利

用する人間・車・物の「恒常性」が維持きれていない状

況、B―a)道略の「恒常性」は破綻したが人間・車・物の

「恒常性」は維持きれた場合、B― b)道路と人間・車・物

ともにその「恒常性」が破綻した場合である。道路の交

通安全性を確保することは、A― a)の状況を確保すること

を意味する。通常、道路を利用する人間・車 。物の「恒

常性」を維持するためには、道路の「檀常性」が維持き

れていることが前提となるので、道路の安全性を議論す

る場合にはB― aの場合のみを取り上げることも多い。しか

し、道路の「恒常性」を常に絶対に維持するということは

不可能であり、もし万が一、道路の「恒常性」が破綻した場

合において、少なくともB― bの状態には陥らないような

人同・ 物のほ常性
破長ltの樫直
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次善の策を考えておくことも必要である。

以上の観点から道路の交通安全性を整理すれば、それ

を確保するための行為は次のように分類できる。すなわ

ち、1)日 常的に、道路を利用する人間や車の技害をだき

ない、あるいは最少限にくいとめようとする行為 (faiト

,r∞ f actiOn)。 きらに、この行為は道路側の要因に着

目した行為 (I―A)と 道路の利用者に若目した行為 (I―B)とこ

分類できる。2)道路わよび利用者に対して外的に加わる

自然的。人為的な作用に対して、道路利用者の「恒常性」

をできるだけ維持し、あるいは非常時になってもそれを

最小限にくいとめようとする行為 (fai卜 safe actiOn:行

為タイプH)、 3)万が一、非常時になっても人間や物の被

害を最小限にしようとする行為 (safe― fail actiOn:行 為

タイプHI)である。以上の考察に基づけば、道路の交通

安全性とはこれら3種類の行為の結果として道路機能に

付与きれる性能であると考えられる。Table lに は、現

在、道路の交通安全性を確保するために考察きれている

各種の行為 (交通安全対策)を 上記の視点より分類・整

理した結果老示している。

3 道路の交通安全性の認識方法

3-1 安全性を認識することの困難性
とで述べたように安全性を定義すれば、交通安全性を

評価するためには、まず交通安全性をいかに認識するか

が問題となる。そのためには道路の交通安全性が、どの

ような要因によって阻害されるのか老把握する必要があ

る。すなわち、現象の背後にあって、現象を左右してい

る要因を具体的にかっ的確に把握しておくことが必要で

ある。一般に、現象の生起要因を押握する場合、現象の

口果関係を解釈することが重要である。因果関係に関す

る仮説を検証するためには、いうまでもなく再現実験と

いう方法が理想的であるが、交通事故といった現象をそ

のまま再現できるわけではない。また、たとえ実験でき

たとしても部分的な実験にならぎるを得ない。また、交

通事故を生起きせる原因の中には、道路の利用者に内在

する要因によって生ずる部分があり、このような現象の

生起メカニズムの観察は極めて困難であるといわざるを

得ない。したがって、生起メカニズムに関しては、仮説

や想定として残る部分が存在する。その実証に関しては、

現実の場で長時間かけて行なわれるのを待つ以外になく、

したがって、交通事故の要因の把握は、それが適切であ

ると考えられる解釈でもって行われ十分な説得力があれ

Table l  class■ ficatiOn of measures fOr road
traffic safety

救患。応患方法の議立と普及

教育。広報活動

交通安全活動の充史

交通指導政静り規制

規BJの見直し、合理化

歩1,を用施設の充実
自転車構造基準の見直し

員

指示方式の改善

メえ停位置の改善

屋外広告物の規制

警告措置法の改善

道路交道情報網の充実

駐車・駐輪Bの充実
規制ほ機の整窪

案内観議の整備

安全装置の開発

安全性の高い自動車開発動威

ば、それで湾足せぎるを得ない。このように交通事故の

生起メカエズムの的確な把握は困難であるが、小きい規

模の同種の事故が繰返し生じてぃるような現象に関して

は、部分的ではあるが過去の資料等によってある程度把

握することができる。

3‐2交通安全性の実体把握の方法
交通事故という現象には、具体的にどのようなタイプ

があり、どの程度の被害を発生してぃるのかにっいては、

過去にいくっもの調査の蓄積がある。調査の時期や方法、

対象となった交通事故の範囲や被害の程度がきまざまで

あるため、結果も一見まちまちであるが、いずれも交通

事故という現象をいくつかの断面に切り取ったものであ

る。交通事故という現象の概念的な範囲については2で

述べたが、そこに含まれる個々の具体的な対象を考える

と実に多様な分類方法があり、とらえようとする観点が

異なれば分類方法が異なってくる。たとえば、交通事故

・植留帯
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Fig. 2  CeneratiOn procesS Of traffic acc■dent

統計の基礎となる交通事故原票では「道路交通法」に規

定きれた道路上で発生した事故で、つぎに掲げる事故に

限定している[4]。 すなわち、車両等および列車の交通

によって起こきれた事故で人の死亡または負傷を伴う事

故、あるいは高速自動車目道において発生した物損事故

に限定している。そして、交通事故原票に関連する事故

件数は、一つの事故誘発行為 (起四事故)、 に起因して、

時間的・空間的に近接し、かつ連続性があり、相互に関

連して発生した場合を包括して 1件の事故として定義し

ている[5]。

ところで、以上で述べた交通事故の種類や分類は、き

まざまな形をとる交通事故をその現象全体の様相や性格

によって分類したものであるが、交通事故のメカユズム

とは、主としてこれら交通事故に共通する発生から終結

までの一連の時間的なつながりや因果関係を意味する。

この交通事故のメカユズムに関しても、種類・分類のと

らえかたと同様、いろいろな捉え方があるが、道路との

関連でとらえると道路と人間の関係が以下のプロセスを

経て生じていることがわかる。すなわち、道路交通にお

いて、まず道路側の要因と人間側の要因とが関連しあっ

て交通事故のきっかけとなる不測の事態が生じ、それが

なんらかの経過を経て、道路側の要因と人間側の要因と

の関係で人間の被害が生じる不測の事態、すなわち、交

通事故に至って終わるというメカユズムである。この二

つの不濁の事態をそれぞれ「起因事故 (危険事象)」 及び

「傷害事故 (損害の発生)」 と呼ぶこととすれば、交通事

故の生起メカユズムは、Fig。 2のように模式的に表すこ

とができる。

交通事故の実体を把握する場合、その前提として、対

象とする現象の範囲、とらえようとする被害の程度によっ

て、実体把握のための具体的な方法や用いる指標、その

計瀾方法が異なることを認識していなければならない。

いま、交通事故による被害をその程度によって分類すれ

ば、Fig。 2に示すような分類が可能であろう。交通安全

対策の評価をしようとすれば、理想的には、Fig。 2の (2)

から(6)ま での事象の実体を把握することが必要である。

一方、これらを把握する方法として、1)道路交通そのも

のを「観察」する方法、2)事故の当事者に事故の原因を

「質問」する方法、3)事故に関する「記録」による方法

である。これらの方法はいずれもその適用範囲に限界が

ある。「観察」による方法は、極めて稀に生じる現象穆

対象としているため、膨大な労力と時間をかける必要が

生じ、現実にはそのような方法を採用することは難しい。

しかし、Fig.2の (2)あるいは0と いう現象を把握しよ

うとすれば、現在のところこの方法に頼らぎるを得ない

ことも事実である。「質問」による方法は、当事者の意識

や記憶を手掛りとして事故の実体を探るためどうしても

その内容の信頼性を確保することに限界がある。また、

1で述べたように、当事者が危険でないと判断する対象

が必ずしも安全であるとはかぎらないという問題もある。

きらに、(5)や (0)と いった現象は、よほどサンプル数を

増やきないと拾い上げることはできない。最後に、「記

録」による方法だと、通常、被害程度の高いもののみし

か記録きれないため、その利用範囲は (5),(6)に限定き

れぎるを得ず、また、把握できる内容や詳しきも大幅に

限定きれぎるを得ない。このように各方法ともその適用

範囲に限界があるため、現実には、これらの方法を必要

に応じて組み合わせないと実体全体を把握することはで

きない。

3-3 交通事故の要因の分析方法
交通事故は本来極めて偶発的であり、また稀現象であ

る。したがって、発生した交通事故の一件一件を捉えて

一般的な原因を見出そうとしても、多くの場合偶発的な

要因が重なりあった結果としてしか認識できない場合が

多い。しかし、交通事故も大量観察の形で統計的に観察

すれば、交通事故に関連するある種の規則性を摺握する

ことができる。統計分析の結果を利用することによって、

交通事故の発生原因を減少あるいは修正していけば、交

通の安全性の確保に資することができる。交通事故とそ

の要因の関連性に関する研究は、マクロな観点からの交

通事故の発生要因に関する分析とミクロな視点からの研

究に大別できる。

マクロ分析は、ある地域・区域をとらえて、その地域

内に発生した交通事故の生起状態と事故発生に関連のあ

ると思われる地域の有する諸条件との関連を調べるアプ

ローチである。このような研究 [6]に より、各地域、区

域に共通する一般的な事故要因を見出すことができれば、

各地域の交通安全対策の方向づけができると考えられる。
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一方のミクロ分析は、交通事故が道路と車・人間といっ

た要因が相互に関連しあって生起しているところから、

発生した事故を対象としてこの三つの要因について交通

事故発生との関連関係を統計的に分析しようとするもの

である。しかし、このようなミクロな分析は、ある特定

の限られた場面で生起した交通事故に研究対象を限定し

ている場合が多い。したがって、その結果は、ある限定

きれた区間や場所の安全対策には反映できるものの、一

般的な事故要因とその対策方法を検討するには至ってい

ない。

このような交通事故に関する調査・実験などの研究は、

最終的にはその防止対策を確立することを意図している。

しかし、交通安全対策はそのような研究が行なわれて初

めて得られるわけではない。既存の対策の多くは、経験

的に考案きれたものが多く、現実に実際の場に導入きれ

相応の効果をあげてきた。しかし、研究の知見から得ら

れる防止対策は定量的、客観的ではあるが、半面対象が

限定きれ、一面的であることが多い。その意味で、交通

安全対策のかなりの部分は、あい変わらず経験的な判断

で対策を講じていかなければならないというのが現状で

ある。

4 道路の交通安全性の評価にっいて

4-1 道路の交通安全対策の考え方
交通安全性を2-2で述べたような視点から整理すれ
ば、それを確保するための行為はつぎのように分類でき

る。すなわち、1)日 常的に道路を利用する人間や物の被

害を出きない、あるいは最小限にくいとめる行為、2)道

路を整備する側にたって、道路の「恒常性」をできるだけ

維持しよ,と する、あるいは非常時になってもそれを最

小限にくいとめようとする行為、3)万が一、非常時になっ

ても人間や物の被害をできるだけくいとめる行為である。

Fig,2の交通事故生起のメカニズムのとらえかたに従

えば、起因事故、傷害事故の道路側、人間側の諸要因は、

多かれすくなかれ事故の発生要因に関連しているので、

これらの4種類の要因を操作することにより、事故の発
生確率を操作できることとなる。この要因を操作する手

段をここでは交通安全対策と呼ぶこととするが、安全対

策を評価する視点として道路側の要因に着目するか人間

側の要因に若目するかによりその評価の視点が異なって

くる。たとえば、道路をつくる側の立場からは、一般に

人間村の要因を操作することはできないので、これは与

件として受けとめ、道路側の要因で対応することを前提

として考えざるをいえない。一方、人間側の要因を操作

し (た とえば、安全教育等をつうじて)交通事故を減少
しようとする場合には、検討対象とする道路条件をあら

かじめ想定しておいてそのなかで人間側の要因によって

交通事故がどのように発生するかを検討する必要がある。

起囚事故・傷害事故のうち、いずれにかかわる要因を

操作することが得策かといえば、起因事故にかかわる要

因を操作するほうが有効であることはいうまでもない。

たとえば、道路を整備する側の立場に立てば、事故を起

こすきっかけそのものを減少するように、道路側の要因

をま事前に整備し、交通事故を未然に防ぐ努力をするこ

とが必要である。ただし、万が一、起四事故が生じたと

しても、傷害事故でなるべく被害を小きくするように道

路側の要因を考慮しておくことが有効な場合もある。一

般に、起因事故から傷害事故に至るメカニズムは複雑で

あるが、この場合の道路側からの交通安全対策は、原則

として起因事故の、補助的には傷害事故の道路側の要因

を、人間側の要因を与件として与え操作し、交通事故の

生起や被害を減少きせる方向を目指すことを目的として

いると考えることができる。

4-2 交通安全対策の効果の測定方法
交通安全対策の効果を評価するためには、各種の交通

安全対策の効果を測定する方法を開発することが必要と

なる。しかし、前述したように、道路の交通安全対策の

評価に関しては、道路を整備する立場、道路を管理する

立場、道路を利用する立場等々、どのような立場に立脚

するかによってその視点が異なってくる。以下では適路

を整備する立場にたって考察をすすめることとする。こ

の場合には、もし人間側の要因を定量的に記述したり、

あるいは表現できるようになっていれば、それを用いて

有効と考えられる対策の効果を測定する方法を開発する

ことは方法論的には可能でぁる。事実、このような方法

としてパーキンス等によって始められ、欧米や日本で研

究 。開発がすすめられている錯綜技法 (confHct T∝ ト

nique)が あげられる。この方法は、車両と車両、または、

車両と歩行者がそのまま進行すれば衝突する状況で、何

等かの回避行動が行なわれたとき、錯綜が生じたと定義

する。錯綜技法とは、「一っの場所で発生する錯綜は事故

の潜在性を意味し、その生起頻度は事故の可能性の尺度

となり、また錯綜のタイプはそれぞれ事故の種類と対応

する」という仮説を背景にして、錯綜をもって事故危険

度を評価する方法である[5]。 ところが、このような方
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法を実際に適用しようとすればいろいろな問題が生じる。

一つには、このような手法によって評価できる側面は交

通安全性の中でも非常に限られた側面に限定きれること

があげられよう。また、交通事故の発生という現象はこ

の手法が前提としているように簡単に割り切れないとこ

ろがある。すなわち、「人間の行動注どこまで確実に想

定できるのか」という問題や、きらに「どこまでの行動

を想定すべきなのか」といったkい わば価値判断の問題

もある。特に、後者の問題に関しては、道路の設計 。計

画の「責任」ともかかわる問題であり、今後多くの議論

が必要であろう。

現在のところ、個々の事故防止対策についての事例と

その整理については数多くの報告があるものの、対策の

効果については明確に把握きれていないのが実情である。

Table 2は 都市内一般衝路を対象とした手段で、過去に

おいてなんらかの形で調査きれ、今後とも対策手段とし

て適用される可能性の高いものについて、個々の対策の

効果と副作用等在示したものである。現実には、幾つか

の対策手段が組み合わきれて実施きれることが多いが、

そのような場合には、信々の対策の副作用や波及効果に

ついて注意することが必要である。このような波及効果

については、現在のところ計量的に把握することは困難

であるが、定性的な判断にせよ、このような効果につい

て検討しておくことが必要である。

4-3 交通安全性の定量的評価の可能性
交通安全性の評価の可能性を考えるとき、検討すべき

問題はいろいろあるが、まず最初に論ずべき点として以

下のことがあげられる。すなわち、道路の交通安全性を

確保するという課題に関しては、道路の交通安全対策に

よって対処できうる範囲には限界があるということがあ

げられる。この場合、交通安全対策の役割として考えて

いかなけィしばならないのは、その限られた範囲の中で交

通安全対策で果たせるはずの役割を、いかに確実に果た

していけるかとい′うことである。

個別的な交通安全対策の効果に関しては前述のように

部分的にではあるが、その計測方法が開発きれつつある

ものの、それは、担々の現象に対して比較的明瞭な対策

が講じられるような現象に対して、その効果が計測でき

るというに過ぎない。しかし、道路の交通安全性全体を

つうじて、どのような対策を語じればどの程度の効果が

あるのか、あるいは、得られる安全性がどの程度のもの

かといった問題に対しては、あいかわらず経験的な判断

に頼らぎるを得ない。このような問題に定量的に答えよ

Table 2  Check■ ists for road traffic safety

(adapted from [4].)

(注 )0:効 果があるもの
?:鶏 果があうと予を されるが ,こ れとでの

"主
結果でhlわ か らない

ので ,な わ追簿口査の必要があるもの
一 :こ れとでのH査構果では類堅 と対策手馘の関係がわか らないもの
/:類 璽 と対策手段にR係がないと思われるもの
率:“作用与に注意の必要があるもの

うとすれば、少なくとも、対策の効果を何等かの共通の

尺度で表現する必要がある。そのような方法が可能であ

れば、もちろん交通安全対策の組み合わせに応じて、そ

の効果を比較・検討することが可能になるであろう。残

念ながらこのようなことは現在のところ不可能であり、

実際にそう簡単な問題でもない。たとえ、それが可能に

なっても、道路の交通事故の現象は道路整備の目的の一

つの側面にしかすぎず、交通安全性という偶面から最適

解を求めることに果たしてどのような意味があるのかと

いう問題が生じる。間違いのない安全対策を講じること

は不可能であるため、実際には、コスト等を含めた現実

の諸条件の中で、あるものを優先きせてあるものは講め

るという現実的な対応をとらぎるをえない。特に、費用

の問題に関して議論注しようとすれば、人間の生命の損

失や怪我の可能性を費用におきかえる必要性が生じるわ

けだが、そのようなことに関して我国でコンセンサスを

得ることは極めて難しいと考える。[7],[8]

交通安全性の確保は、前述したように、道路の整備の

目的の一つの側面にしかすぎない。元来、交通の移動の

場を提供するという道路本来の目的からすれば、交通の

安全性を確保するということは主目的にはなりえず、道
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路の構造に起因する危険性に関しては、むしろ制約条件

として考えたほうが妥当であるといってもよい。しかし

ながら、提供きれた道路を人間が利用することにより生

じる危険性は上述のように制約条件化すらできない部分

もある。つまり、道路を利用者がどのように使うかが間

題となる。換言すれば、物理的な道路にどのような「意

味」を賦与していくかが問題となる。このためには、制

度や規制・管制などによって危険をどの程度回避できる

かが事後的手段として問題になる。このような事後的な

手段に関しては「安全性の確保」を主目的に検討するこ

とも可能である。つまり、ハードな施設に関しては、交

通安全対策に関する評価が意味をもつのは設計・計画の

手掛りとして講ずべき対策の有効性を比較 。検討すると

ころまでであるといわぎるをえないが、一方、事後的対

策としてのソフトに関しては「安全性」の領域でかなり

つっこんだ議論も可能である。ソフトな対策に関しても

その効果を定量的に把握・評価することは容易でないが、

個々の実践を通して交通安全性の向上にっとめる努力が

必要である。この意味で交通安全対策が具体的道路箇所

にどのような「意昧」を賦与しているのか、たえずはフォ

ローアップしておくことが重要である。その結果、ハー

ドな施設の改良が必要と判断きれれば、その結果を道路

整備事業への提言事項としてとりまとめていく努力が必

要である。

4-4 交通安全対策の評価方法
以上で述べてきたよぅに、幾多の要因が重なりあって

発生する交通事故という複雑な現象をその特性 。要因を

把握するための簡便な指針は存在しないし、またこれら

について体系的に整理しようとした試みはなきれている

が、必ずしも確立きれてはぃない。したがって、多様な

欄別・具体的な場所にっいての問題点の検討は担当者の

日頃の経験と洞察力を生かして、ぃかに適切な判断をす

るかにかかってぃる。しかし、以上のことから道路の交

通安全性の評価の方法を開発することがまったく不可能

であるかといえばそうぃぅゎけでもない。たとえば部分

的な調査であるにせよ、個々の事実である発生頻度を対

策に応じて把握できれば、将来も同じ傾向が続くという

前提のもとに今後の発生状況老想定することも不可能で

はない。

前述したように、道路の交通安全対策を評価するといっ

てもその評価を行う視点をどこにおくかによって評価 。

検討の方法は大きく異なる。Fig.3は可能な一つの道路

の交通安全対策の立案プロセスを示している。ここで例

Fig。  3  Planning PrOcess for road traffic safety

として取り上げたプロセスシステムは、Fig.31こ 示す五

つのステップにより構成きれている。まず、(1)問題
箇所の選定と選定きれた問題箇所における事故発生状況

あるいは事故の危険性を分析し、問題点を特定化する(ス

テップ 1・ 2)。 このステップでは過去の事故統計に基づ

いて、事故の発生した箇所を分析し、事故の発生原因を

明らかにする。また、夢故は発生してぃないものの潜在

的に危険性が存在する場所を住民へのアンケート調査、

住民からの通報、あるいは事故危険度の分析を通じてあ

きらかにする。前者へのアプローチ手法としては次のよ

うなものがあげられる。すなわち、●)多方面の専門分

野による調査班の編成、(b)事故パターン法 :主な事故類

型と事故要因の間の連関表を用意しておき、問題点の特

定 。対策案の参考とする方法、 (c)事故発生過程の論理

分析: 事故発生までのメカユズムを、たとえば、Pault

Tree法を用いて論理的・定性的に記述する方法である。一

方、後者に関しては、(a)錯綜技法の適用、 (b)統計的分

1 問題箇所の抽出        (ス テップ 1)
。事故統計の検討  。運転者住民による適報
●アンケートによる

2 対策箇所の分析 と問題点の確認  (ステップ 2)
。事故原票の検討 (事故発生原因の検討)

専門家による調査、事故パターシ法、

事故発生過程の論理分析、
。潜在的危険性の検討

統計分析手法の適用、錯綜技法
。交通安全地区カルテの作成 (交通安全性の診断 と

問題箇所のリス トアップ )
。問題箇所の重要度 と整41の緊急性の検討

3 交通安全対策案の作成 と総合評価 (ス テップ 3)
O推定 した事故原因に対する対策手段の抽出・選定
。対策手段の現地適用可能性の検討
o対策手段の効果とその他の影害の検討
。対策手段の組合せの検討
。対策手段の総合評価 (対策の選定と実施順序の

ステツプ4

5 フォローアップ        (ス テップ5)
o対策の事後評価
o事後調査 (事前調査 との比較検討 )

皇住民・利用者に対するアンケート調査



鳥 取 大 学 工 学 部 研 究 報 告 第 18巻

析手法の適用等があげられよう。以上の分析結果に基づ

いて、例えば、対象地域の危険箇所の重要性や改良・整

備の緊急度を相互に比較・検討した結果をグレード等に

よって地図上に表現したうえで、交通安全性に関する地

区カルテとしてとりまとめるという方法が適用可能であ

ろう。 (2)安全対策案の策定 (ステップ3):道路に関
連して生じる各種の事故パターンを網羅し、これに対す

る対策連列挙する。このような対策案の列挙のためには、

前述のTable 2に 示したようなチェックリストを用いる

と便利である。これらの対策案を比較 。評価するために

は、人間の経験的判断をはじめとして文献・調査 。実験

等の研究移行うことが必要である。このなかで、人間側

の要因が定量的に把握きれ、一方、それに対する道路側

の要口をある程度定量化できるようになっている部分や、

比較的一般化している経験的判断によってある程度定量

化できるようになっている部分に関しては、対策案を定

量的に評価する努力も必要である。そして、種々の対策

手段を組合せた対策案に対し、以上のように判定した結

果絶、例えば、相互に比較・検討できる部分に関しては

比較した結果を総合評価のための資料としてとりまとめ

ることが重要である。最後に、交通安全対策の実施にあ

たっては、対策実施後も引続き当該信所の調査を実施し、

対策が期待どうりの効果を発揮しているかを監視すると

いうフォローアップを行う必要があることはぃぅまでも

ない (ステップ5)。

5。 おわりに

本稿では、道路における交通安全性の概念とその評価

に関する基本的な考察を行ったものである。すなわち、

従来ともすれば、その概念が曖昧なまま用いられてきた

道路の交通安全性の概念について明らかにするとともに、

提示した概念に基づいて既存の交通安全対策の分類を試

みた。きらに、交通安全性の評価に関する基本的な考え

方についても考察し、道路の交通安全対策案の作成方法

の一例を示した。なお、本稿で提示した基本的な考え方

に基づく具体的な交通安全対策の検討方法に関しては別

の機会に発表したいと考える。

以上で述べてきたように、交通安全対策の効果の例定

手法や評価方法は部分的には幾つかの提案がなきれてお

り、またそれを効果的に利用することもできる。しかし、

いずれにせよ、現在のところ道路の交通安全対策の策定

方法は体系化きれるに至っていない。本来、交通事故の

分析と防止の手法は多くの経験の蓄積・整理がなきれて

確立するものであり、またかけがえのない人間の生命と

深く係わりあっている問題であり、上述した各種手法の

安易な適用、推論に基づく対応は厳に戒めなければなら

ない。きらに、対策の実施で事たれりとするのではなく、

実施後においてもたえず対策の効果についてフォローアツ

プしていくことが重要である。

なお、本稿は建設省近機地方建設局主催による地区交

通問題研究会で発表した資料に修正 。加筆したものであ

る。また、本稿の作成にあたっては、鳥取大学社会開発

システムエ学科岡田憲夫教授から貴重なコメント菱頂い

た。ここに、感謝の意を表します。
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